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埼玉県農業委員会交付金等交付要綱  

 

昭和４２年１１月１５日 

最終改正 令和６年４月１７日  
 

 

 （趣旨) 

第１条 県は、農業生産力の発展及び農業経営の合理化を図り、農民の地位の向上

に寄与するため、市町村及び埼玉県農業委員会ネットワーク機構（以下「機構」

という。）に対し、毎年度予算の範囲内で交付金及び補助金（以下「交付金等｣と

いう。）を交付する。 

２ 前項の交付金等の交付に関しては、補助金等の交付手続等に関する規則（昭和

４０年埼玉県規則第１５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要

綱に定める。 

 

 (交付金等の対象経費及び補助率等) 

第２条 補助の対象となる経費及び当該経費に対する補助率等は、別表に掲げると

おりとする。 

２ 別表の経費の欄に掲げる次の経費の相互間における流用をしてはならない。  
（１）１から４の相互間  
（２）３の⑴、⑵の相互間  
 

 (申請書の様式等） 

第３条 規則第４条第１項の申請書の様式は、様式第１号のとおりとする。 

２ 前項の申請書の提出期限は、毎会計年度定めるものとし、交付金等の交付申請

をしようとする者に対して通知するものとする。 

 

 (添付書類の省略） 

第４条 規則第４条第２項に掲げる事項に係る書類の添付は、要しない。 

 

 (交付決定通知書の様式） 

第５条 規則第７条の交付決定通知書の様式は、様式第２号のとおりとする。 

 

 (軽微な変更） 

第６条 規則第６条第１項第１号に規定する知事が定める軽微な変更は、別表の重

要な変更欄に掲げる以外の変更とする。 

 

 (計画変更等の承認手続き) 

第７条 規則第６条第１項第１号の規定により知事の承認を受けようとする場合の

変更承認申請書の様式は様式第３号のとおりとする。  
 

 (状況報告書の様式等) 

第８条 市町村及び機構は、知事の要求があったときは、様式第４号の報告書によ
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り交付金事業又は補助金事業の遂行の状況を知事に報告しなければならない。  
 

 (実績報告書の様式等) 

第９条 規則第１３条の報告書の様式は、様式第５号のとおりとする。 

２ 前項の報告書の提出期限は、事業終了後３０日以内又は当該年度の３月３１日

のいずれか早い日とする。 

 

 (書類の整備等) 

第 10 条 市町村及び機構は、交付金事業又は補助金事業に係る収入及び支出等を明

らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出等についての証拠書類を整備保

管しておかなければならない。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、当該交付金事業又は補助金事業の完了の

日の属する事業年度の翌事業年度から５年間保管しなければならない。  
３ 前２項に基づき作成、整備及び保管すべき帳簿、証拠書類、証拠物及び調書

のうち、電磁的記録により作成、整備及び保管が可能なものは、電磁的記録に

よることができる。 

 

 (書類の経由) 

第 11 条 市町村が規則又はこの要綱に基づき知事に提出する書類等は、所管の農林

振興センターの長を経由しなければならない。 

 

附 則  
１ この要綱は、令和６年４月１７日から施行する。  
２ 令和５年度までに実施した事業については、従前の例により取り扱うものとす

る。  
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 別表（第２条及び第６条関係）  

経    費 補助率 
重 要 な 変 更 

事 業 の 内 容 の 変 更 

１  農業委員会交付金 

  農業委員会等に関する法律第６条第１項及び第２項

に規定する事項に関する事務に要する下記の経費  
（１）委員手当 (委員の手当 (農地等の利用関係の紛争につ

いての和解の仲介に要するものを除く ))  
（２）職員設置費  
  ア 職員の給与費 (給料･扶養手当･地域手当･通勤手当

･期末勤勉手当･住居手当･寒冷地手当 )  
  イ  共済費 (地方公務員等共済組合法に基づく職員共

済組合への長期給付に係る市町村の負担金及び地

方公務員災害補償法に基づく地方公務員災害補償

基金への市町村負担金に要する経費 )  
（３）農地調査・資料整備費 (旅費・消耗品費・通信運搬費) 
 

 

別紙に定め

る基準によ

り算定した

額 

 

 

 

補助事業を中止又は

廃止する場合  

 

 

 

 

 

 

２  農地利用最適化交付金  
  農地利用最適化交付金事業実施要綱（平成 28年３月

29日付け 27経営第 3278号農林水産事務次官依命通知）

。以下「最適化要綱」という。）第３の１及び２に定め

る農地利用の最適化に係る活動に必要な事業経費に対

し、最適化要綱第４の２に定める下記（１）及び（２

）に掲げる交付金を交付する場合における当該交付に

要する経費  
（１）農地利用最適化推進委員等の実績に応じた交付金  
（２）農業委員会の実績に応じた交付金  
   

 

定 額 

 

 
補助事業を中止又は

廃止する場合  

 

３  県農業委員会ネットワーク機構費補助金 

（１）役職員手当等 

  ア 役職員手当 

  イ 職員給与費 (給料･扶養手当･地域手当･通勤手当･

期末勤勉手当･住居手当 ) 
  ウ 法定福利費 (厚生年金保険料・特例業務負担金・労

災保険料・子ども･子育て拠出金・雇用保険料・健康

保険料等）  
（２）業務費 

   運営事務費 

  ア 役職員旅費 

  イ 連絡旅費 

  ウ 事務費 

 

 

定 額 

 

 

 

 

 

定 額 

 

補助事業を中止又は

廃止する場合  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４  機構集積支援事業交付金 

（１）農地集積・集約化等対策事業実施要綱（平成 26年 2
月 6日付け 25経営第 3139号農林水産事務次官依命通知

。以下「実施要綱」という）第３の３の（１）に定

める農地法等に基づく事務の適正実施のための支援

事業に係る実施要綱別表２に定める経費 

（２）実施要綱第３の３の（２）に定める農地の有効利

用を図るための支援事業に係る実施要綱別表２に定

める経費  
（３）実施要綱第３の３の（３）に定める広域的な農地

利用調整活動等への支援事業に係る実施要綱別表２

に定める経費 

 

 

 

定 額 

 

補助事業を中止又は

廃止する場合 
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別紙(第２条関係) 

 

 第２条の表の補助率の欄に掲げる別紙に定める基準は、次に定めるとおりとする。 

１ 農業委員会交付金の予算総額の３割は、市町村農業委員会に均等に配分する。 

２ 農業委員会交付金の予算総額の２割５分は、市町村農業委員会区域内の農家数に

応じて配分する。 

３ 農業委員会交付金の予算総額の２割５分は、市町村農業委員会区域内の農地面積

に応じて配分する。 

４ 農業委員会交付金の予算総額の２割は、市町村農業委員会の区域内における農地

等についての農地法(昭和２７年法律第２２９号)第３条第１項本文に掲げる権利

の設定又は移転の状況、当該区域内における農地の転用(農地を農地以外のものに

することをいう。)の状況等、市町村農業委員会の運営に関する特別の事情に応じ

て配分する。

 



様式第１号(第３条関係)
　(その１　市町村の場合)

　文　　書　　番　　号
　令和　年　　月　　日

（あて先）
　　埼玉県知事

　 　　　市町村長　　　氏　　名　

　　　　記

　　注１　　各事業ごとに交付申請は別葉にすること。
　　注２　【　】には、該当する事業名を記入すること。
　　注３　記の作成については、次に掲げる事業ごとの様式によること。
　　注４　

（１）農業委員会交付金・・・・・・様式Ａ
（２）農地利用最適化交付金・・・・様式Ｂ
（３）機構集積支援事業交付金・・・様式Ｃ

交付申請書には「補助事業及び物品・役務の調達（委託事業を含む）にお
ける環境負荷低減のクロスコンプライアンスの試行の実施について」（令
和５年12月27日付け５環バ第311号農林水産省大臣官房環境バイオマス政
策課長通知）に示す環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシー
トに記載された各取組について、チェックしたものを添付すること。

　令和　　年度において、農業委員会に要する経費に対する交付金（補助金）事業
（【農業委員会交付金、農地利用最適化交付金、機構集積支援事業交付金】）を実施
したいので、埼玉県農業委員会交付金等交付要綱第３条の規定に基づき、下記のとお
り申請します。

令和　　年度【農業委員会交付金、農地利用最適化交付金、機構
集積支援事業交付金】交付申請書



様式Ａ（農業委員会交付金）

１　交付申請額　　 　金 　　　　 円

２　事業の目的

３　事業計画（実績）及びその内容
（１）　委員関係

（２）　職員関係

（３）　農地調査・資料整備費関係

４　経費の配分 （単位：円）

５　事業完了(予定)年月日　　令和　　年　　月　　日

６　収支予算（精算）
（１）収入の部 （単位：円）

（２）支出の部 （単位：円）

区　　分

主 な 調 査 事 項

農業委員
推進委員

計

現　　員

うち交付対象人員現　員

　　　　　　　戸

条例による定数区　　分

職 員 数

左の負担区分

県交付金 市町村費

対象件数

区　　　分 経費の額

区　　　分
本年度予算額

（本年度精算額）
前年度予算額

（本年度予算額）

(2)職員設置費

区　　　分

市　町　村　費
合　　　　計

(3)農地調査・資料整備費

 農業委員会交付金
(1)委員手当

農業委員会交付金

比較増減

合　　　計

本年度予算額
（本年度精算額）

合　　計

備考

備考

業　務　費

比較増減 備考
前年度予算額

（本年度予算額）

定　　数



１　交付申請額　　 　金 　　　　 円

２　事業の目的

３　事業計画（実績）及びその内容

４　経費の配分 （単位：円）

５　事業完了(予定)年月日　　令和　　年　　月　　日

６　収支予算（精算）
（１）収入の部 （単位：円）

（２）支出の部 （単位：円）

区 　　　分

 農地利用最適化交付金

(1)農地利用最適化推進委員等
　の実績に応じた交付金

(2)農業委員会の実績に応じた
　交付金

合 　　　計

県交付金

業務費
合　　　計

区　　　分 比較増減 備考
本年度予算額

（本年度精算額）
前年度予算額

（本年度予算額）

合　　　計
市 町 村 費

区　　　分
本年度予算額

（本年度精算額）
前年度予算額

（本年度予算額）
比較増減 備考

農地利用最適化交付金

様式Ｂ（農地利用最適化交付金）

経費の額 備考
市町村費

左の負担区分

　事業計画（実績）及びその内容については、農地利用最適化交付金事業実施要綱（平成
２８年３月２９日付け２７経営第３２７８号）の第５の１の（１）に基づき提出する農地
利用最適化交付金事業実施計画（完了報告書）（別紙様式第３号）のとおり。



１　交付申請額　　 　金 　　　　 円

２　事業の目的

３　事業計画（実績）及びその内容

４　経費の配分 （単位：円）

５　事業完了(予定)年月日　　令和　　年　　月　　日

６　収支予算（精算）
（１）収入の部 （単位：円）

（２）支出の部 （単位：円）

様式Ｃ（機構集積支援事業交付金）

　事業計画（実績）及びその内容については、農地集積・集約化等対策事業実施要綱（平
成２６年２月６日付け２５経営第３１３９号）の第９の１の（１）に基づき提出する機構
集積支援事業実施計画（完了報告書）（別紙様式第８号）のとおり。

経費の額 備考
県交付金 市町村費

左の負担区分

業務費
合　　　計

区　　　分 比較増減

機構集積支援事業交付金
市 町 村 費

区 　　　分

 機構集積支援事業交付金

(1)農地法等に基づく事務の適
　正実施

(2)農地の有効利用

合 　　　計

備考

区　　　分
本年度予算額

（本年度精算額）
前年度予算額

（本年度予算額）
比較増減 備考

本年度予算額
（本年度精算額）

前年度予算額
（本年度予算額）

合　　　計



様式第１号(第３条関係)
　(その２　機構の場合)

　文　　書　　番　　号
　令和　年　　月　　日

（あて先）
　　埼玉県知事

　 　　　機構の長　　　　
氏　　名

　　　　記

　　注１　　各事業ごとに交付申請は別葉にすること。
　　注２　【　】には、該当する事業名を記入すること。
　　注３　記の作成については、次に掲げる事業ごとの様式によること。
　　注４　

（１）県農業委員会ネットワーク機構費補助金・・様式Ｄ
（２）機構集積支援事業交付金・・・・・・・・・様式Ｅ

　令和　　年度において、埼玉県農業委員会ネットワーク機構に要する経費に対する
補助金（交付金）事業を実施したいので、埼玉県農業委員会交付金等交付要綱第３条
の規定に基づき、下記のとおり申請します。

交付申請書には「補助事業及び物品・役務の調達（委託事業を含む）にお
ける環境負荷低減のクロスコンプライアンスの試行の実施について」（令
和５年12月27日付け５環バ第311号農林水産省大臣官房環境バイオマス政
策課長通知）に示す環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシー
トに記載された各取組について、チェックしたものを添付すること。

令和　　年度【県農業委員会ネットワーク機構費補助金、機構集
積支援事業交付金】交付申請書



様式Ｄ（県農業委員会ネットワーク機構費補助金）

１　交付申請額 円

２　事業の目的

３　事業計画（実績）及びその内容
（１）役職員関係

ア　総数

イ　会長・副会長

ウ　会議等関係
(ｱ)会議

(ｲ)打合せ、調査等

合　　計

開催（予
定）月日

内容

延べ出席
（予定）

人数（Ａ） 手当単価
（Ｂ）

要する経費
（Ａ×Ｂ）

うち補助金

合　　計

備考
うち

役職員
数

開催（予
定）月日

内容

出席（予
定）人数
（Ａ） 手当単価

（Ｂ）
要する経費
（Ａ×Ｂ）

うち補助金

合　　計

備考
うち

役職員
数

金

区　　分 会員数 うち役職員数（会長等含む）

合　　計

普通会員

賛助会員

氏名
在職月数
（Ａ）

手当単価
（Ｂ）

要する経費
（Ａ×Ｂ）

うち補助金 備考

（副会長）

（会長）



（２）職員関係

計

計

（３）業務費関係
運営事務費関係

人

人

人

人

人

部・啓発普及費

・運営事務費 消耗品費・通信費・印刷費・事務所賃
借料・水道光熱費

事務費

・会議開催費

・職員旅費

・職員研修受講旅費

・その他会議等

連絡旅費

役職員旅費

・常設審議委員会

区　　分 時期 員数 備考

（注）１　給与手当の欄の補助対象経費は、当該年度における給料、扶養手当、地域手当、通
勤手当、期末勤勉手当、住居手当の合計額を、その他の経費の欄にはそれ以外の経費の
合計額を記載する。
２　法定福利費の欄の補助対象経費の欄には当該年度において機構が負担する厚生年金
保険料、特例業務負担金、労災保険料、子ども・子育て拠出金、雇用保険料及び健康保
険料等の合計額を、その他の経費の欄にはそれ以外の経費の合計額を記載する。

備考補助対象
経費

その他
の経費

合計
補助対象

経費
その他
の経費

合計
番
号

氏名
給与手当 法定福利費

番
号

氏名 年齢 担当事務
補助・

非補助の別
専兼別

業務日数
兼務先



４　経費の区分 （単位：円）

５　事業完了（予定）年月日 令和　　年　　月　　日

６　収支予算（精算）
（１）収入の部 （単位：円）

（２）支出の部 （単位：円）

相談日数等交付申請書の作成時に確定値を記載できない箇所については、想定値を記載し
てください。

(3)事務費
合　　計

(1)役職員旅費
(2)連絡旅費

２ 業務費
　 運営事務費

(2)職員給与費
(3)法定福利費

１ 役職員手当等
(1)役職員手当

合　　計

区　　分
本年度予算額

（本年度精算額）
前年度予算額

（本年度予算額）
比較増減 備考

県補助金

機構費

（注）１機構の事業計画を添付すること
２法定福利費の内訳を添付すること

区　　分
本年度予算額

（本年度精算額）
前年度予算額

（本年度予算額）
比較増減 備考

合　　計

(3)事務費

(2)連絡旅費

(1)役職員旅費

　　運営事務費

２　業務費

(3)法定福利費

(2)職員給与費

(1)役職員手当

備考県補助金
機構費

うち国庫
１　役職員手当等

区　　分 経費の額
左の負担区分



１　交付申請額　　 　金 　　　　 円

２　事業の目的

３　事業計画（実績）及びその内容

４　経費の配分 （単位：円）

５　事業完了(予定)年月日　　令和　　年　　月　　日

６　収支予算（精算）
（１）収入の部 （単位：円）

（２）支出の部 （単位：円）

備考

機構集積支援事業交付金
合　　　計 0 0 0

合　　　計 0 0 0

区　　　分
本年度予算額

（本年度精算額）
前年度予算額

（本年度予算額）
比較増減

備考

県交付金 0
機構費 0

区　　　分
本年度予算額

（本年度精算額）
前年度予算額

（本年度予算額）
比較増減

合 　　　計

機構費

機構集積支援事業交付金

様式Ｅ（機構集積支援事業交付金）

　事業計画（実績）及びその内容については、農地集積・集約化等対策事業実施要綱（平
成２６年２月６日付け２５経営第３１３９号）の第９の１の（２）に基づき提出する機構
集積支援事業実施計画（完了報告書）（別紙様式第８号）のとおり。

区 　　　分 経費の額
左の負担区分

備考
県交付金
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様式第２号 (第５条関係) 
 (その１ 市町村の場合) 
 

  令和  年度【農業委員会交付金、農地利用最適化交付金、機構集積

支援事業交付金】交付決定通知書 
 
 

文 書 番 号 
令和  年  月  日 

 
 
 市町村長 様 
 
 
                              埼玉県知事            
 
 
 令和  年  月  日付け  第   号で申請のあった【農業委員会交付金、農地利用最
適化交付金、機構集積支援事業交付金】については、下記のとおり交付する。 
 

記 
    
    注１ 【 】には、該当する事業名を記入すること。 
    注２ 記の作成については、次に掲げる事業ごとの様式によること。 
       （１）農業委員会交付金・・・・・・様式Ｆ 
       （２）農地利用最適化交付金・・・・様式Ｇ 
       （３）機構集積支援事業交付金・・・様式Ｈ 
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様式Ｆ（農業委員会交付金） 
 
１ 交付決定の内容 

（１）交付金額    金           円 

（２）交付金事業に要する経費及び交付金の額は、次のとおりとする。 

（３）交付金事業に要する経費の配分及びこの配分された経費の額に対応する交付金の額は、申

請書の経費の配分欄に記載のとおりとする。 

                                （単位：円） 

区  分 交付金事業に要する経費 交付金の額 

農業委員会交付金   

 

２ 支払の方法 

  概算払とする。 

 

３ 確 定 

  交付金等の額の確定は、次の各号に定める方法により算出された額の合計額とする。 
 委員手当、職員設置費及び農地調査・資料整備費については、それぞれ配分された経費ごと

に、当該交付金事業に要した経費の実支出額と交付金の額(変更された場合には、変更された

額)とのいずれか低い額の合計額 

 
４ 交付の条件 

（１）交付金事業者は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律(昭和３０年法律第１７

９号)、同法施行令(昭和３０年政令第２５５号)、農林畜水産業関係補助金等交付規則(昭和

３１年農林省令第１８号)、農業委員会交付金事業実施要領(昭和６０年１１月２０日付け６

０農経 A 第１１４１号農林水産事務次官依命通知)、農業委員会交付金等交付要綱（平成１

７年４月１日付け１６経営第８３２８号農林水産事務次官依命通知）の他、補助金等の交付

手続等に関する規則(昭和４０年埼玉県規則第１５号)及び埼玉県農業委員会交付金等交付要

綱(昭和４２年１１月１５日農林部長決裁)に従わなければならない。 
（２）事業を中止又は廃止する場合は、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。 
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様式Ｇ（農地利用最適化交付金） 
 
１ 交付決定の内容 

（１）交付金額    金           円 

（２）交付金事業に要する経費及び交付金の額は、次のとおりとする。 

（３）交付金事業に要する経費の配分及びこの配分された経費の額に対応する交付金の額は、申

請書の経費の配分欄に記載のとおりとする。 

                                （単位：円） 

区  分 交付金事業に要する経費 交付金の額 

 農地利用最適化交付金   

 

２ 支払の方法 

  概算払とする。 

 

３ 確 定 

 当該交付金事業に要した経費の実支出額と交付金の額(変更された場合は、変更された額)と

のいずれか低い額とする。 
 
４ 交付の条件 

（１）交付金事業者は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律(昭和３０年法律第１７

９号)、同法施行令(昭和３０年政令第２５５号)、農林畜水産業関係補助金等交付規則(昭和

３１年農林省令第１８号)、農地利用最適化交付金事業実施要綱（平成２８年３月２９日付け

２７経営第３２７８号農林水産事務次官依命通知）、農地集積・集約化等対策推進交付金交付

要綱（平成３１年３月２８日付け３０経営第２５２５号農林水産事務次官依命通知）の他、

補助金等の交付手続等に関する規則(昭和４０年埼玉県規則第１５号)及び埼玉県農業委員会

交付金等交付要綱(昭和４２年１１月１５日農林部長決裁)に従わなければならない。 
（２）事業を中止又は廃止する場合は、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。 
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様式Ｈ（機構集積支援事業交付金） 
 
１ 交付決定の内容 

（１）交付金額    金           円 

（２）交付金事業に要する経費及び交付金の額は、次のとおりとする。 

（３）交付金事業に要する経費の配分及びこの配分された経費の額に対応する交付金の額は、申

請書の経費の配分欄に記載のとおりとする。 

（単位：円） 

区  分 交付金事業に要する経費 交付金の額 

 機構集積支援事業交付金   

 ア 農地法等に基づく事務

の適正実施 
  

 イ 農地の有効利用   

合  計   

 

２ 支払の方法 

  概算払とする。 

 
３ 確 定 

  交付金の額の確定は、当該事業に要した経費の実支出額と交付金の額(変更された場合は、変

更された額)とのいずれか低い額とする。 

 
４ 交付の条件 

（１）交付金事業者は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律(昭和３０年法律第１７

９号)、同法施行令(昭和３０年政令第２５５号)、農林畜水産業関係補助金等交付規則(昭和

３１年農林省令第１８号)、農地集積・集約化等対策事業実施要綱（平成２６年２月６日付け

２５経営第３１３９号農林水産事務次官依命通知）、農地集積・集約化等対策推進交付金交付

要綱（平成３１年３月２８日付け３０経営第２５２５号農林水産事務次官依命通知）の他、

補助金等の交付手続等に関する規則(昭和４０年埼玉県規則第１５号)及び埼玉県農業委員会

交付金等交付要綱(昭和４２年１１月１５日農林部長決裁)に従わなければならない。 
（２）事業を中止又は廃止する場合は、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。 
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様式第２号 (第５条関係) 

 (その２ 機構の場合) 

 

   令和  年度【県農業委員会ネットワーク機構費補助金、機構集積

支援事業交付金】交付決定通知書 

 

 

文 書 番 号 

令和  年  月  日 

 

  機構の長 様 

 

 

埼玉県知事           

 

 

 令和  年  月  日付け  第   号で申請のあった令和  年度【県農業委員会ネッ

トワーク機構費補助金、機構集積支援事業交付金】については，下記のとおり交付する。 

 

記 
 

    注１ 【 】には、該当する事業名を記入すること。 
    注２ 記の作成については、次に掲げる事業ごとの様式によること。 
       （１）県農業委員会ネットワーク機構費補助金・・様式Ｉ 
       （２）機構集積支援事業交付金・・・・・・・・・様式Ｊ 
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様式Ｉ（県農業委員会ネットワーク機構費補助金） 
 
１ 交付決定の内容 

（１）補助金事業に要する経費及び補助金の額は、次のとおりとする。 

    補助金事業に要する経費  金      円 

    補助金の額        金      円 

（２）補助金事業に要する経費の配分及びこの配分された経費の額に対応する補助金は、申請書

に記載のとおりとする。 

 

２ 支払の方法 

  概算払とする。 

 

３ 確 定 
  補助金の額の確定は，次の各号に定める方法により算出された額の合計額とする。 

  役職員手当等、業務費については、当該経費ごとに要した経費の実支出額と補助金の額(変更

された場合は、変更された額)とのいずれか低い額の合計額 
 

４ 交付の条件 

（１）事業の実施に当たっては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律(昭和３０年法

律第１７９号)、同法施行令(昭和３０年政令第２５５号)、都道府県農業委員会ネットワーク

機構負担金事業実施要領（平成２８年３月２９日付け２７経営第３２８２号農林水産事務次

官依命通知）の他、補助金等の交付手続等に関する規則(昭和４０年埼玉県規則第１５号)及

び埼玉県農業委員会交付金等交付要綱(昭和４２年１１月１５日農林部長決裁)に従わなけれ

ばならない。 

（２）流用の制限 
役職員手当等、業務費は、相互に流用してはならない。 

（３）事業を中止又は廃止する場合は、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。 
（４）職員給与費の補助対象職員を変更しようとするときは、その理由及び新たに補助対象職員

としようとする者の経歴等を記載した書面をもって、知事の承認を受けなければならない。 
（５）間接交付金事業等を遂行するため、売買、請負その他の契約をする場合は、一般の競争に

付さなければならない。ただし、間接交付金事業等の運営上、一般の競争に付すことが困難

又は不適当である場合は、指名競争に付し、又は随意契約をすることができる。 

（６）（５）により契約をしようとする場合は、当該契約に係る一般の競争、指名競争又は随意契

約(以下「競争入札等」という。)に参加しようとする者に対し、農業委員会交付金等交付要

綱（平成１７年４月１日付け１６経営第８３２８号）別記様式第８号による指名停止等に関

する申立書の提出を求め、当該申立書の提出のない者については、競争入札等に参加させて

はならない。 
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様式Ｊ（機構集積支援事業交付金） 
 
１ 交付決定の内容 

（１）交付金事業に要する経費及び交付金の額は、次のとおりとする。 

    交付金事業に要する経費  金      円 

    交付金の額        金      円 

（２）交付金事業に要する経費の配分及びこの配分された経費の額に対応する交付金は、申請書

に記載のとおりとする。 

 

２ 支払の方法 

  概算払とする。 

 

３ 確 定 

  交付金の額の確定は，当該事業に要した経費の実支出額と交付金の額(変更された場合は、変

更後の額)とのいずれか低い額とする。 

 

４ 交付の条件 

（１）事業の実施に当たっては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律(昭和３０年法

律第１７９号)、同法施行令(昭和３０年政令第２５５号)、農地集積・集約化等対策事業実施

要綱（平成２６年２月６日付け２５経営第３１３９号農林水産事務次官依命通知）、農地集

積・集約化等対策推進交付金交付要綱（平成３１年３月２８日付け３０経営第２５２５号農

林水産事務次官依命通知）の他、補助金等の交付手続等に関する規則(昭和４０年埼玉県規則

第１５号)及び埼玉県農業委員会交付金等交付要綱(昭和４２年１１月１５日農林部長決裁)

に従わなければならない。 

（２）事業を中止又は廃止する場合は、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。 
 
 



様式第３号(第７条関係)

　文　　書　　番　　号
　令和　年　　月　　日

（あて先）
　　埼玉県知事

　 　　　市町村長　　　氏　　名　

　　　機構の長
氏　　名　

　　　　記

　　注１　　【　】には、該当する事業名を記入すること。
　　注２　金額の変更のない場合は［　］の部分を除くこと。

１　変更の理由

２　変更計画の内容

令和　　年度【農業委員会交付金、農地利用最適化交付金、機構
集積支援事業交付金】の変更承認申請書

　令和　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定通知のあった【農業委員
会交付金、農地利用最適化交付金、県農業委員会ネットワーク機構費補助金、機構
集積支援事業交付金】については、埼玉県農業委員会交付金等交付要綱第７条の規
定に基づき、下記のとおり計画を変更し［金　　　円の追加交付（減額承認）を受
け］たいので、関係書類を添えて申請します。
　なお、その他については、申請書記載のとおりとします。

（以下、様式第１号の記に準じて作成することとし、変更事項についてのみ作成
し、変更に係る部分について変更前を括弧書で上段に記載すること。）



様式第４号(第８条関係)

　文　　書　　番　　号
　令和　年　　月　　日

（あて先）
　　埼玉県知事

　 　　　市町村長　　　　氏　　名

　　　機構の長　　　
氏　　名　

　　　　記

(注)１　【　】には、該当する事業名を記入すること。
　　２　「区分」欄には、様式第１号（その１）の記の４又は同号（その２）の記の４の経費の
　　　　配分に掲げる経費ごとに記載するものとする。

令和　　年度【農業委員会交付金、農地利用最適化交付金、県農業委員会ネット
ワーク機構費補助金、機構集積支援事業交付金】遂行状況報告書

円 円 ％ 円

区　　　分
計画事業費

（A)
出来高事業費

（B)
進捗度

(B) / （A)

　令和　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定の通知を受けた【農業委員会交付金、農地利用
最適化交付金、県農業委員会ネットワーク機構費補助金、機構集積支援事業交付金】の実施状況を埼玉県
農業委員会交付金等交付要綱第８条の規定に基づき、下記のとおり報告します。

合　　　計

残高事業費



様式第５号(第９条関係)
　(その１　市町村の場合)

　文　　書　　番　　号
　令和　年　　月　　日

（あて先）
　　埼玉県知事

　 　　　市町村長　　　氏　　名　

　　　　記

　　注１　【　】には、該当する事業名を記入すること。
　　注２　記の記載事項は、交付申請書（様式第１号）に準ずる。

　令和　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定通知のあった【農業委員
会交付金、農地利用最適化交付金、機構集積支援事業交付金】について、下記のと
おり実施したので、埼玉県農業委員会交付金等交付要綱第９条の規定により、その
実績を報告します。

令和　　年度【農業委員会交付金、農地利用最適化交付金、機構
集積支援事業交付金】実績報告書



様式第５号(第９条関係)
　(その２　機構の場合)

　文　　書　　番　　号
　令和　年　　月　　日

（あて先）
　　埼玉県知事

　 　　　機構の長　　　
　 氏　　名

　　　　記

　　注１　【　】には、該当する事業名を記入すること。
　　注２　記の記載事項は、交付申請書（様式第１号）に準ずる。

令和　　年度【県農業委員会ネットワーク機構費補助金、機構集
積支援事業交付金】実績報告書

　令和　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定通知のあった【県農業委
員会ネットワーク機構費補助金、機構集積支援事業交付金】について、下記のとお
り実施したので、埼玉県農業委員会交付金等交付要綱第９条の規定により、その実
績を報告します。


